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法
人
税
等
会
計
基
準
改
正
に
伴
う
改
正

連
結
財
規
等
、公
布
─
金
融
庁

会
　
　
計

倫
理
規
則
新
設
に
伴
う
改
正
監
査
証
明

府
令
等
、公
布
─
金
融
庁

監
　
　
査

リ
ー
ス
の
共
通
支
配
取
決
め
に
関
す
る

Ａ
Ｓ
Ｕ
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
３
月
27
日
、「
連
結
財
務
諸

表
の
用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に

関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内

閣
府
令
」
等
が
公
布
・
施
行
さ
れ
た
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

連
結
財
規
等
の
一
部
改
正

企
業
会
計
基
準
委
員
会
（
Ａ
Ｓ
Ｂ

Ｊ
）に
よ
る
企
業
会
計
基
準
27
号「
法

人
税
、
住
民
税
及
び
事
業
税
等
に
関

す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、「
法
人
税

等
会
計
基
準
」
と
い
う
）
等
の
改
正

の
公
表
を
踏
ま
え
て
、 

連
結
財
規
に

お
け
る
そ
の
他
の
包
括
利
益
に
関
す

る
注
記
の
「
税
効
果
」
を
「
法
人
税

等
及
び
税
効
果
」
に
改
め
る
等
の
改

正
が
な
さ
れ
た
。

ま
た
、
財
規
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ

い
て
は
、
財
規
に
お
い
て
税
引
前
当

期
純
利
益
・
純
損
失
の
金
額
の
次
に

記
載
す
る
項
目
と
さ
れ
て
い
る
「
法

人
税
、住
民
税
及
び
事
業
税
」が「『
法

人
税
、
住
民
税
及
び
事
業
税
等
に
関

す
る
会
計
基
準
』
に
従
っ
て
損
益
に

計
上
す
る
法
人
税
、
住
民
税
及
び
事

業
税
」
と
定
義
さ
れ
た
。
連
結
財
規

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
も
、
同
様
に
定
義

が
改
め
ら
れ
た
。

金
融
庁
長
官
が
定
め
る
企
業
会
計
の

基
準
を
指
定
す
る
件
の
一
部
改
正

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
が
２
０
２
２
年
12
月
31

日
ま
で
に
公
表
し
た
次
の
会
計
基
準

を
、
連
結
財
規
お
よ
び
財
規
に
規
定

す
る
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ

る
企
業
会
計
の
基
準
と
し
た
。

●
２
０
２
２
年
10
月
28
日
公
表

・
企
業
会
計
基
準
25
号
「
包
括
利
益

の
表
示
に
関
す
る
会
計
基
準
」

・
法
人
税
等
会
計
基
準

ま
た
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
２
０
２
２
年

12
月
31
日
ま
で
に
公
表
し
た
次
の
国

際
会
計
基
準
を
、
連
結
財
規
93
条
に

規
定
す
る
指
定
国
際
会
計
基
準
と
し

た
。

●
２
０
２
２
年
９
月
22
日
公
表 

・
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
「
リ
ー
ス
」
の
修

正
●
２
０
２
２
年
10
月
31
日
公
表

・
Ｉ
Ａ
Ｓ
１
号
「
財
務
諸
表
の
表
示
」

の
修
正

施
行
日

公
布
の
日
（
２
０
２
３
年
３
月
27

日
）
よ
り
施
行
さ
れ
て
い
る
。

去
る
３
月
27
日
、「
財
務
諸
表
等

の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
の

一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
」
が
公

布
さ
れ
た
。
こ
の
改
正
に
伴
い
、「
監

査
証
明
府
令
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
も
所

要
の
改
正
が
行
わ
れ
て
い
る
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

監
査
報
告
書
上
で
の
報
酬
関
連
事

項
開
示

日
本
公
認
会
計
士
協
会
の
「
倫
理

規
則
」
に
報
酬
関
連
事
項
の
開
示
に

関
す
る
規
定
が
新
設
さ
れ
た
こ
と
等

を
背
景
に
、
監
査
報
告
書
の
記
載
事

項
に
公
認
会
計
士
ま
た
は
監
査
法
人

が
被
監
査
会
社
か
ら
受
領
す
る
報
酬

に
関
連
す
る
事
項
を
追
加
す
る
た

め
、
監
査
証
明
府
令
の
改
正
が
行
わ

れ
た
。

具
体
的
に
は
、
次
の
事
項
が
追
加

さ
れ
て
い
る
。

監
査
を
実
施
し
た
公
認
会
計
士
又

は
監
査
法
人
（
こ
れ
ら
の
者
と
同
一

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
共
通
の
名
称
を

用
い
る
な
ど
し
て
そ
の
業
務
を
行
う

公
認
会
計
士
若
し
く
は
監
査
法
人
…

（
中
略
）
…
）
に
属
す
る
者
を
含
む
。）

が
被
監
査
会
社
等
又
は
そ
の
連
結
子

会
社
若
し
く
は
非
連
結
子
会
社
（
被

監
査
会
社
等
が
外
国
会
社
で
あ
る
場

合
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
に
相
当
す
る

会
社
）
か
ら
受
け
取
つ
た
、
又
は
受

け
取
る
べ
き
報
酬
（
当
該
非
連
結
子

会
社
か
ら
受
け
取
つ
た
、
又
は
受
け

取
る
べ
き
報
酬
に
あ
つ
て
は
、
監
査

を
実
施
し
た
公
認
会
計
士
又
は
監
査

法
人
の
独
立
性
の
保
持
に
影
響
を
与

え
る
と
認
め
る
に
足
り
る
相
当
の
理

由
が
あ
る
も
の
に
限
る
。）
に
関
す

る
事
項

記
載
不
要
・
省
略
可
能
な
報
酬
関

連
事
項

次
の
有
価
証
券
届
出
書
・
有
価
証

券
報
告
書
に
係
る
監
査
報
告
書
へ
の

記
載
が
不
要
と
な
る
。

・
特
定
有
価
証
券
（
投
資
信
託
受
益

証
券
な
ど
）
に
係
る
も
の

・
特
定
有
価
証
券
以
外
の
有
価
証
券

（
株
券
な
ど
）
に
つ
い
て
有
価
証
券

報
告
書
の
提
出
義
務
を
負
う
非
上

場
会
社
（
一
定
規
模
未
満
の
も
の

に
限
る
）
が
提
出
す
る
も
の

ま
た
、
次
の
場
合
に
は
、
参
照
文

言
を
記
載
す
る
こ
と
等
の
要
件
を
満

た
せ
ば
、
報
酬
関
連
事
項
の
記
載
を

省
略
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

・
連
結
財
務
諸
表
に
係
る
監
査
報
告

書
に
報
酬
関
連
事
項
が
記
載
さ
れ

る
場
合

・
完
全
親
会
社
の
連
結
財
務
諸
表
に

係
る
監
査
報
告
書
に
報
酬
関
連
事

項
が
記
載
さ
れ
る
場
合

施
行
日

２
０
２
３
年
４
月
１
日
よ
り
施
行

さ
れ
、
施
行
の
日
以
後
に
開
始
す
る

事
業
年
度
等
に
係
る
財
務
諸
表
等
の

監
査
証
明
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
。

去
る
３
月
27
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）
２
０
２
３
―
01
「
リ
ー
ス
（
ト
ピ
ッ

ク
842
）―
共
通
支
配
取
決
め
」（
以
下
、
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難
解
な
限
定
承
認

弁
護
士 

白
川　

敬
裕

経
理
に〝
効
く
効
く
〟

法
律
雑
学

相
続
が
発
生
し
た
場
合
、
相
続
人

に
は
、
①
相
続
す
る
、
②
相
続
を
放

棄
す
る
、
③
限
定
承
認
を
す
る
と
い

う
選
択
肢
が
あ
り
ま
す
。
原
則
と
し

て
相
続
の
開
始
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ

た
時
か
ら
３
カ
月
以
内
に
選
択
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
（
民
法
915
①
）。
相
続

を
放
棄
す
る
場
合
は
、
家
庭
裁
判
所
へ

の
申
述
（
相
続
放
棄
申
述
書
な
ど
の
提

出
）
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

「
限
定
承
認
」
と
い
う
の
は
、「
遺

産
を
清
算
し
て
プ
ラ
ス
の
財
産
が
残
れ

ば
、
こ
れ
を
相
続
で
き
る
」、「
結
果
と

し
て
マ
イ
ナ
ス
の
負
債
が
残
れ
ば
、
そ

の
支
払
責
任
を
免
れ
る
」
と
い
う
制
度

で
す
。
限
定
承
認
を
す
る
場
合
、
相

続
人
全
員
で
家
庭
裁
判
所
に
申
述
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
民
法
923
）。

限
定
承
認
は
、
相
続
人
に
と
っ
て
メ

リ
ッ
ト
の
あ
る
制
度
で
す
が
、
難
解
な

プ
ロ
セ
ス
を
踏
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
次
の
よ
う
な
破
産
等
の

清
算
手
続
と
似
た
手
続
と
な
り
ま
す
。

⑴　
家
庭
裁
判
所
が
限
定
承
認
を
受

理
。

⑵　

家
庭
裁
判
所
が
相
続
人
の
な

か
か
ら
相
続
財
産
清
算
人
を
選
任

（
以
後
は
、
相
続
財
産
清
算
人
が

手
続
を
遂
行
）。

⑶　
官
報
に
債
権
届
の
公
告
。
す
で

に
知
っ
て
い
る
債
権
者
に
対
し
て

は
、
個
別
に
内
容
証
明
郵
便
で
債

権
届
を
催
告
。
配
当
に
向
け
、
債

権
者
一
覧
を
作
成
。

⑷　
債
権
者
へ
の
配
当
に
向
け
、
遺

産
を
換
価
。
具
体
的
に
は
、
遺
産

の
預
貯
金
を
、
専
用
の
管
理
口
座

に
移
す
。
不
動
産
に
つ
い
て
は
競

売
の
申
立
て
を
す
る
。
な
お
、
不

動
産
等
に
つ
い
て
は
、
裁
判
所
に

鑑
定
し
て
も
ら
っ
た
金
額
で
、
相

続
人
自
身
が
買
い
取
る
こ
と
も
可

能
。

⑸　

債
権
届
の
金
額
に
従
っ
て
配
当

す
る
。

⑹　
最
終
的
に
遺
産
が
残
れ
ば
、
こ

れ
を
相
続
人
が
取
得
で
き
る
。

限
定
承
認
の
手
続
に
お
い
て
、
不
動

産
の
売
却
は
「
競
売
」
と
定
め
ら
れ
て

お
り
、
例
外
的
に
、
裁
判
所
が
鑑
定

し
た
金
額
で
あ
れ
ば
、
相
続
人
自
身

に
よ
る
買
取
り
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す

（
民
法
932
）。

限
定
承
認
の
場
合
、
法
律
で
は
、

第
三
者
へ
の
任
意
売
却
は
認
め
ら
れ
て

い
ま
せ
ん
（
す
べ
て
の
債
権
者
の
同
意

を
得
た
う
え
で
不
動
産
を
任
意
売
却

す
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
よ
う
で
す
が
、
限

定
承
認
者
に
と
っ
て
損
害
賠
償
請
求
さ

れ
る
リ
ス
ク
も
あ
り
ま
す
）。

競
売
申
立
て
の
費
用
や
、
競
売
ま

で
の
固
定
資
産
税
な
ど
は
、「
相
続
財

産
に
関
す
る
費
用
」
と
し
て
相
続
財
産

か
ら
支
出
で
き
ま
す
（
民
法
885
）。
限

定
承
認
の
場
合
、
限
定
承
認
を
し
た

と
き
に
時
価
で
資
産
の
譲
渡
が
さ
れ
た

も
の
と
し
て
、
譲
渡
所
得
税
（
み
な
し

資
産
譲
渡
所
得
税
）
が
課
せ
ら
れ
ま
す

（
こ
の
税
金
も
負
債
で
す
か
ら
、
相
続

財
産
か
ら
支
出
さ
れ
ま
す
）。

債
権
届
の
あ
っ
た
債
権
の
存
否
に
争

い
が
あ
る
場
合
、
債
権
者
は
限
定
承

認
者
を
被
告
と
し
て
、
民
事
訴
訟
を

提
起
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
債
権
者

が
勝
訴
し
た
場
合
の
主
文
は
、「
相
続

財
産
の
範
囲
で
、
元
金
〇
円
、
及
び
、

支
払
済
み
ま
で
の
遅
延
損
害
金
を
支

払
え
」
と
な
り
ま
す
。

遅
延
損
害
金
は
、
理
論
上
、
支
払
日

（
す
な
わ
ち
配
当
日
）
ま
で
の
金
額
を

計
算
す
べ
き
で
す
が
、
実
務
上
は
「
債

権
者
が
債
権
届
に
記
載
し
た
金
額
」
に

沿
っ
て
配
当
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

も
っ
と
も
、厳
密
な
債
権
者
か
ら「
債

権
届
は
届
出
時
点
の
遅
延
損
害
金
を

記
入
し
た
。
配
当
日
ま
で
の
遅
延
損

害
金
を
含
め
て
配
当
し
て
ほ
し
い
」
と

い
う
申
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
配
当
日

の
金
額
に
沿
っ
て
計
算
せ
ざ
る
を
得
ま

せ
ん
。

こ
の
よ
う
に
限
定
承
認
は
、
相
続
人

に
と
っ
て
負
担
の
大
き
い
手
続
で
す
の

で
、
実
務
上
は
、
あ
ま
り
利
用
さ
れ

て
い
な
い
の
が
現
状
で
す
。

「
本
Ａ
Ｓ
Ｕ
」と
い
う
）を
公
表
し
た
。

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
２
０
１
６
年
に
発

行
さ
れ
た
リ
ー
ス
の
新
基
準
書
（
Ａ

Ｓ
Ｕ
２
０
１
６
―
02
）
の
導
入
後
の

レ
ビ
ュ
ー
で
の
、
関
係
者
か
ら
の
共

通
支
配
下
の
企
業
間
の
リ
ー
ス
に
関

連
す
る
指
摘
に
対
応
し
た
も
の
で
あ

る
。本

Ａ
Ｓ
Ｕ
の
内
容

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
で
の
改
訂
の
内
容
は
次

の
と
お
り
で
あ
る
。

⑴　
リ
ー
ス
が
存
在
す
る
か
ど
う
か

の
判
断
に
あ
た
り
考
慮
す
べ
き
条

件（term
s and conditions

）と

そ
の
リ
ー
ス
の
分
類
と
会
計
処
理

改
正
前
は
、
共
通
支
配
下
に
な
い

企
業
間
と
同
様
に
、
法
的
に
執
行
可

能
な
条
件
を
基
礎
に
リ
ー
ス
が
存
在

す
る
か
ど
う
か
の
決
定
を
行
う
と
さ

れ
て
い
た
。

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
私
企
業
と
非
営
利

組
織
に
つ
い
て
、
リ
ー
ス
が
存
在
す

る
か
ど
う
か
の
決
定
に
あ
た
り
、
共

通
支
配
下
の
企
業
間
の
契
約
で
の
書

面
の
条
件
を
使
用
す
る
と
い
う
「
実

務
的
な
簡
便
法
」
を
提
供
し
、
リ
ー

ス
に
該
当
す
る
場
合
の
分
類
と
会
計

処
理
を
規
定
し
て
い
る
。

⑵　

建
物
付
属
設
備（leasehold 

im
provem

ents

）の
会
計
処
理

改
正
前
で
は
、す
べ
て
の
「
借
手
」

は
、
リ
ー
ス
に
関
連
す
る
建
物
付
属

設
備
を
「
残
余
の
リ
ー
ス
期
間
」
と

「
建
物
付
属
設
備
の
耐
用
年
数
」
の

短
い
ほ
う
の
期
間
に
わ
た
り
、
償
却

す
る
と
さ
れ
て
い
た
。

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
す
べ
て
の
企
業
に

つ
い
て
、
共
通
支
配
下
の
企
業
間
の

リ
ー
ス
に
関
連
す
る
建
物
付
属
設
備

の
会
計
処
理
を
変
更
し
、「
借
手
」

が
リ
ー
ス
資
産
の
使
用
を
管
理
し
て

い
る
限
り
、
建
物
付
属
設
備
は
「
借

手
」
の
経
済
的
耐
用
年
数
に
わ
た
っ

て
償
却
さ
れ
る
。

適
用
関
係

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
２
０
２
３
年
12
月

16
日
以
降
に
開
始
す
る
年
度
か
ら
適

用
さ
れ
、早
期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。

税
額
控
除
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
投
資
に
関

す
る
Ａ
Ｓ
Ｕ
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
３
月
29
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

２
０
２
３
―
02
「
投
資
―
持
分
法
と

ジ
ョ
イ
ン
ト
・
ベ
ン
チ
ャ
ー（
ト
ピ
ッ

ク
323
）
―
比
例
償
却
法
を
使
用
し
た

税
額
控
除
の
構
造
へ
の
投
資
の
会
計

処
理
」（
以
下
、「
本
Ａ
Ｓ
Ｕ
」
と
い

う
）
を
公
表
し
た
。
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シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
銀
行
破
綻
の
教
訓

金
　
　
融

現
行
で
は
、
特
定
の
税
額
控
除
プ

ロ
グ
ラ
ム
へ
の
投
資
に
比
例
償
却
法

（proportional am
ortization 

m
ethod

）
を
適
用
す
る
選
択
を
認

め
て
い
る
。

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
の
内
容

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
一
定
の
条
件
を
満

た
す
限
り
、
税
額
控
除
プ
ロ
グ
ラ
ム

に
関
係
な
く
、
税
額
控
除
を
受
け
る

こ
と
が
主
な
目
的
の
持
分
投
資
に
、

比
例
償
却
法
を
使
用
す
る
会
計
処
理

の
選
択
を
認
め
て
い
る
。

比
例
償
却
法
で
は
、
企
業
は
、
投

資
の
当
初
の
原
価
を
「
税
額
控
除
と

そ
の
他
の
税
務
上
の
便
益
」
に
比
例

し
て
償
却
し
、「
償
却
」
と
「
税
額

控
除
と
そ
の
他
の
税
務
上
の
便
益
」

の
純
額
を
、
税
金
費
用
を
構
成
す
る

暗
号
資
産
の
会
計
処
理・開
示
に
関
す

る
Ａ
Ｓ
Ｕ
案
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
３
月
23
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

の
公
開
草
案
「
無
形
固
定
資
産
―
の

れ
ん
と
そ
の
他
の
無
形
固
定
資
産
―

暗
号
資
産
（
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ッ
ク
350

―
60
）
―
暗
号
資
産
の
会
計
処
理
と

開
示
」（
以
下
、「
本
公
開
草
案
」
と

い
う
）
を
公
表
し
た
。

現
行
で
は
、
特
定
の
産
業
別
会
計

原
則
の
範
囲
で
な
い
場
合
、
暗
号

資
産
（crypto assets

）
の
保
有

は
、
耐
用
年
数
を
確
定
で
き
な
い

（indefinite-lived

）
無
形
固
定
資

産
と
し
て
会
計
処
理
さ
れ
、
年
１
回

お
よ
び
減
損
の
兆
候
が
あ
る
場
合

に
、
減
損
テ
ス
ト
が
要
求
さ
れ
る
。

本
公
開
草
案
の
内
容

公
開
草
案
で
は
、「
サ
ブ
・
ト

ピ
ッ
ッ
ク
350
―
60
」
を
新
設
し
、
暗

号
資
産
を
年
度
末
に
公
正
価
値
で
測

米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ

Ｂ
）
の
バ
ー
金
融
監
督
担
当
副
議
長

は
３
月
29
日
の
米
下
院
金
融
サ
ー
ビ

ス
委
員
会
で
、
米
地
銀
シ
リ
コ
ン
バ

レ
ー
銀
行
（
Ｓ
Ｖ
Ｂ
）
の
破
綻
に
つ

い
て
、
次
の
よ
う
に
述
べ
た
。
破

綻
理
由
は
経
営
の
失
敗
の
典
型
例

で
、
同
行
は
技
術
と
ベ
ン
チ
ャ
ー

キ
ャ
ピ
タ
ル
（
Ｖ
Ｃ
）
部
門
を
対
象

と
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
持
ち
、

２
０
２
０
年
か
ら
２
０
２
２
年
の
間

に
資
産
規
模
が
３
倍
に
急
成
長
し
、

急
増
し
た
預
金
を
長
期
証
券
に
投
資

し
て
利
益
を
増
加
さ
せ
た
一
方
、
負

債
の
リ
ス
ク
の
管
理
を
怠
っ
た
。
こ

れ
ら
の
負
債
は
主
に
Ｖ
Ｃ
企
業
か
ら

の
預
金
で
あ
り
、
通
常
、
給
与
や
運

営
費
用
を
支
払
う
た
め
の
も
の
だ
。

３
月
８
日
に
Ｓ
Ｖ
Ｂ
が
流
動
性
確

保
の
目
的
で
証
券
を
売
却
、
18
億
ド

ル
の
損
失
を
計
上
し
、
翌
週
の
資
本

調
達
予
定
の
発
表
が
取
り
つ
け
騒
ぎ

の
発
端
に
な
っ
た
。短
期
で
調
達
し
、

長
期
で
運
用
し
て
い
た
の
だ
。

バ
イ
デ
ン
大
統
領
は
今
回
の
Ｓ
Ｖ

Ｂ
破
綻
の
原
因
を
ト
ラ
ン
プ
政
権
時

代
の
規
制
緩
和
に
よ
る
も
の
と
し

て
、
緩
和
撤
回
と
厳
格
な
ス
ト
レ
ス

テ
ス
ト
（
健
全
性
審
査
）
の
検
討
を

主
張
し
た
が
、
政
治
要
因
以
前
の
問

題
が
あ
る
。
量
的
金
融
緩
和
策
が
拡

大
し
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

（
総
資
産
）
が
、
２
０
１
９
年
末
の

感
染
症
拡
大
前
の
４
兆
ド
ル
か
ら
直

近
で
９
兆
ド
ル
ま
で
拡
大
し
た
点
、

ト
ラ
ン
プ
政
権
の
責
任
を
主
張
す
る

バ
イ
デ
ン
政
権
も
、
政
権
発
足
直
後

か
ら
１
・
９
兆
ド
ル
の
パ
ン
デ
ミ
ッ

ク
対
策
案
を
策
定
し
、
国
民
１
人
当

た
り
３
回
の
合
計
３
、２
０
０
ド
ル

（
約
40
万
円
）
の
給
付
金
を
支
給
し

た
点
が
、イ
ン
フ
レ
高
進
を
招
い
た
。

そ
の
資
金
の
一
部
が
銀
行
預
金
に
流

入
し
、
銀
行
の
債
券
投
資
額
急
増
に

加
え
て
昨
今
の
急
激
な
利
上
げ
が
あ

り
、
債
券
投
資
の
損
失
拡
大
に
至
っ

た
。ト

ラ
ン
プ
政
権
の
規
制
緩
和
よ
り

も
、
こ
の
財
政
・
金
融
の
イ
ン
フ
レ

政
策
の
流
れ
が
大
き
な
要
因
だ
と
思

わ
れ
る
。
バ
ー
副
議
長
や
バ
イ
デ
ン

大
統
領
の
よ
う
に
銀
行
規
制
も
必
要

だ
が
、
量
的
金
融
緩
和
策
や
財
政
拡

張
政
策
の
負
の
面
に
対
す
る
対
応
策

も
議
論
す
べ
き
だ
ろ
う
。

も
の
と
し
て
、
損
益
計
算
書
で
認
識

す
る
。

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
比
例
償
却
法
の
使

用
を
選
択
で
き
る
税
額
控
除
プ
ロ
グ

ラ
ム
を
拡
大
し
て
い
る
。

ま
た
、
本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
比
例
償
却

法
を
適
用
し
た
投
資
に
関
し
て
、「
投

資
の
概
要
」
と
「
投
資
と
関
連
す
る

税
額
控
除
が
財
政
状
態
と
経
営
成
績

に
及
ぼ
す
影
響
」
の
開
示
を
要
求
し

て
い
る
。

適
用
関
係

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
２
０
２
３
年
12
月

16
日
以
降
に
開
始
す
る
年
度
と
期
中

期
間
か
ら
適
用
さ
れ
る
。

期
中
期
間
で
の
早
期
適
用
は
認
め

ら
れ
る
。

定
し
、
公
正
価
値
の
変
動
を
損
益
で

認
識
す
る
。

本
公
開
草
案
で
の
暗
号
資
産
は
、

次
の
規
準
を
満
た
し
た
も
の
で
あ

る
。

・
無
形
資
産
の
定
義
を
満
た
す

・
資
産
保
有
者
に
基
礎
と
な
る
物
品
、

サ
ー
ビ
ス
、
ま
た
は
そ
の
他
の
資

産
に
つ
い
て
の
遂
行
可
能
な
権
利

を
提
供
し
な
い

・
ブ
ロ
ッ
ク
・
チ
ェ
ー
ン
技
術
を
基

礎
に
し
た
分
散
型
帳
簿
で
作
成
さ

れ
た
、
ま
た
は
分
散
型
帳
簿
に
存

在
す
る

・
暗
号
化
を
通
じ
て
保
証
さ
れ
て
い

る
・
代
替
可
能
で
あ
る
（fungible

）

・
報
告
企
業
に
よ
り
作
成
ま
た
は
発

行
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い

ま
た
、
暗
号
資
産
に
つ
い
て
、
年

度
と
期
中
期
間
の
双
方
の
開
示
を
強

化
し
て
い
る（
概
要
、増
減
表
な
ど
）。

適
用
関
係
・
コ
メ
ン
ト
期
限

公
開
草
案
の
適
用
日
は
未
定
で
あ

る
が
、
適
用
年
度
の
期
首
の
剰
余
金

に
累
積
的
影
響
額
を
反
映
さ
せ
る
こ

と
を
要
求
し
て
お
り
、
早
期
適
用
は

認
め
ら
れ
る
。

コ
メ
ン
ト
期
限
は
２
０
２
３
年
６

月
６
日
で
あ
る
。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2023年
３月24日

有価証券報告書の作成・提
出に際しての留意すべき事
項及び有価証券報告書レ
ビューの実施について（令和
５年度）

金融庁

有報の作成・提出に際しての留意事項としては、2023年１月施行のサス
テナビリティの取組み、ＣＧに関する開示府令等の改正が挙げられている。
レビューの重点テーマはサステナビリティに関する企業の取組みの開示と
なっている。
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230324-3/20230324-3.html

―

2023年
３月24日

「記述情報の開示の好事例集
2022」の更新 金融庁

新たに「コーポレート・ガバナンスの概要」、「監査の状況」、「役員の報酬等」お
よび「株式の保有状況」に関する開示の好事例を追加するもの。
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230324/20230324.html

―

2023年
３月27日

知財・無形資産の投資・活
用戦略の開示及びガバナン
スに関するガイドライン（略
称：知財・無形資産ガバナ
ンスガイドライン）Ver.2.0

内閣府・
経済産
業省

企業・投資家・金融機関が、相互の価値協創を通じて、思考構造のギャップを
埋め、企業価値の創造に資する知財・無形資産の投資・活用を実行するために、
「５つのプリンシプル（原則）」、「７つのアクション」、「コミュニケーション・
フレームワーク」を示したもの。
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/tousi_kentokai/
governance_guideline_v2.html

―

2023年
３月31日

実務対応報告44号
「グローバル・ミニマム課税
に対応する法人税法の改正
に係る税効果会計の適用に
関する当面の取扱い」

ASBJ

令和5年度税制改正の「所得税法等の一部を改正する法律」（2023年3月28日
成立）において創設された「グローバル・ミニマム課税制度」について、改正法
人税法の成立日以後に終了する連結会計年度および事業年度の決算に係る
税効果会計の適用に関して当面の取扱いを示すもの。
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/practical_solution/
y2023/2023-0331.html

―

2023年
３月31日

「攻めの経営」を促す役員報
酬－企業の持続的成長のた
めのインセンティブプラン
導入の手引－（2023年３月
時点版）

経済産
業省

「コーポレート・ガバナンス・システムに関する実務指針」（2022年7月改訂）
の内容を踏まえ、従業員に自社株報酬を付与する場合のQ＆Aの追加を中心
に見直されたもの。
https://www.meti.go.jp/press/2022/03/20230331008/20230331008.
html

―

2023年
３月31日

消費税法基本通達等の一部
改正について（法令解釈通
達）

国税庁
令和5年度税制改正に伴う消費税関係法令の一部改正等に伴い、所要の整備
を図るもの。
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/shohi/kaisei/230331/index.
htm

―

2023年
３月31日

法律３号
所得税法等の一部を改正す
る法律　等

令和5年度税制改正として、研究開発税制の見直し、グローバル・ミニマム課
税の導入、適格請求書等保存方式の円滑な実施に向けた所要の措置、および電
子帳簿保存制度の見直し等が行われている。
https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/211diet/index.htm

―

新
年
度
入
り
の
株
式
市
場
と
株
価

証
　
　
券

４
月
を
迎
え
、
新
年
度
入
り
で

あ
る
。
東
証
プ
ラ
イ
ム
市
場
の
お
よ

そ
70
％
の
企
業
の
収
益
は
、
４
月
ス

タ
ー
ト
、
翌
年
３
月
決
算
で
集
計
さ

れ
る
た
め
、
新
年
度
当
初
の
株
価
や

企
業
業
績
の
初
動
状
況
は
多
く
の
投

資
家
が
緊
張
感
を
持
っ
て
み
て
い
る
。

日
経
平
均
は
前
年
度
末
の
３
月
、

ア
メ
リ
カ
の
代
表
的
株
価
指
数
Ｓ
＆

Ｐ
５
０
０
と
ほ
ぼ
同
じ
動
き
で
あ
っ

た
が
、
下
旬
の
株
価
上
昇
の
勢
い
は

Ｓ
＆
Ｐ
５
０
０
が
勝
っ
て
い
た
。
背

景
に
は
、
当
時
の
日
米
景
気
、
企
業

業
績
等
で
ア
メ
リ
カ
の
ほ
う
が
良
好

と
み
な
さ
れ
て
い
た
可
能
性
が
あ

る
。近

時
、
日
本
の
株
式
市
場
の
フ
ァ

ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
は
、
ど
う
も
明
確

な
方
向
性
に
欠
け
る
の
で
あ
る
。
よ

う
や
く
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
解
放
さ
れ
、

景
気
回
復
へ
向
か
う
と
期
待
さ
れ
て

き
た
が
、
製
造
業
、
非
製
造
業
の
足

並
み
が
揃
わ
ず
、
全
体
的
な
回
復
力

は
弱
い
。
景
気
の
後
押
し
が
期
待
さ

れ
る
金
融
政
策
は
、
10
年
ぶ
り
の
日

本
銀
行
総
裁
交
替
の
た
め
、
先
行
き

不
透
明
感
が
強
ま
っ
て
い
る
。
金
融

政
策
と
強
い
関
わ
り
が
あ
り
、
企
業

収
益
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
円
相

場
も
、
今
後
の
動
向
を
展
望
す
る
こ

と
は
難
し
い
状
況
だ
。

弱
い
民
間
需
要
を
カ
バ
ー
す
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
財
政
支
出
は
、
新

年
度
の
予
算
規
模
こ
そ
１
１
４
兆
円

（
前
年
度
比
６
・
３
％
増
）
と
過
去
最

大
だ
が
、
社
会
保
障
費
、
国
債
費
等

が
中
心
の
た
め
、
景
気
へ
の
プ
ラ
ス

の
寄
与
を
期
待
す
る
声
は
聞
か
れ
な

い
。新

年
度
初
め
の
経
済
見
通
し
が
上

方
修
正
さ
れ
る
と
し
た
ら
、
ア
メ
リ

カ
、
中
国
な
ど
海
外
経
済
が
力
強
さ

を
増
し
、
輸
出
の
増
加
、
企
業
の
海

外
子
会
社
の
収
益
好
転
な
ど
が
実
現

し
た
際
で
あ
る
。
中
国
は
政
府
自
身

が
経
済
成
長
率
の
目
標
を
引
き
下
げ

た
た
め
、
そ
の
実
現
を
期
待
で
き
そ

う
だ
が
、
ア
メ
リ
カ
は
金
利
ピ
ー
ク

ア
ウ
ト
や
景
気
後
退
回
避
等
の
シ
ナ

リ
オ
が
実
現
す
る
か
微
妙
で
あ
る
。

こ
う
し
た
曖
昧
さ
に
満
ち
た
経

済
・
金
融
情
勢
の
も
と
で
は
、
株
価

の
方
向
性
も
定
ま
ら
な
い
。
そ
れ
で

も
、
ア
メ
リ
カ
株
価
が
暴
落
と
い
っ

た
事
態
に
な
ら
な
い
限
り
、
日
本
市

場
も
世
界
同
時
の
株
価
動
向
に
何
と

か
追
随
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
ろ

う
。


